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１．件名
　　「全国コミュニティ・スクール研究大会in京都」配信等運営業務（以下「本業務」という）

２．履行期間
　　契約締結の日から令和９年１月２９日まで

３．事業概要
コミュニティ・スクールの導入が全国的に進む一方、制度や取組の形骸化、担い手不足、学校・地域双方の負担感など、質的な向上に向けた課題が顕在化している。そこで、全国各地の先進事例とともに、山積する課題解決ためにコミュニティ・スクールの質的向上に向けた方策を参加者と共に考え、子どもの成長を支える学校を核とした活力ある地域づくりに向けてコミュニティ・スクールが担うべき役割や可能性など、次なるステージを展望する。

	区分
	内容

	日時
	令和８年１１月１４日（土）１０時００分～１６時００分

	会場
	国立京都国際会館　京都府京都市左京区岩倉大鷺町４２２

	主催
	全国コミュニティ・スクール連絡協議会、文部科学省、京都市教育委員会

	対象者
	全国コミュニティ・スクール連絡協議会員、学校運営協議会委員、学校管理職・教職員、行政職員、地域学校協働活動推進員、地域コーディネーター、学校評議員、学校支援ボランティア、ＰＴＡ等（約１，０００名）

	内容
	午前の部（Main hall）
　8:00～　　　　　会場準備（Main Hall）
　9:00～　　　　　会場準備（分科会会場）
9:30　　　　　　開場
10:00～10:15　　オープニングパフォーマンス
10:15～10:35　　開会式
10:35～10:50  　行政説明
10:55～12:20　　パネルディスカッション

	
	午後の部（以下、参照）
13:20～15:30　　分科会１（Room E・Main hall（ライブ中継））、
分科会２（Room C-2）、分科会３（Room D）、
分科会４（Room B-1）

15:40～16:00　　閉会行事（Main hall）



４．業務の内容
（１）オンライン配信及び配信内容の収録・編集
　　開催当日の様子のZoomやYoutube等を活用したオンライン配信及び配信内容の収録等の業務一式（上記のアカウントは、受注者において用意すること）。

	区分
	オンライン配信
	収録

	オープニング
パフォーマンス
	〇
	〇

	開会式
	○
	○

	行政説明
	〇
	〇

	パネル
ディスカッション
	〇
	〇

	分科会１
（Room E）
	△
（Main hall・ライブ中継※１）
	△

	分科会２
（Room C-2）
	△
	△

	分科会３
（Room D）
	△
（指定ブース１か所のみ）
	△
（指定ブース３か所※２）

	分科会４
（Room B-1）
	△
	△

	閉会行事
	×
	〇


○　時間：全て
スイッチング：登壇者映像と投影資料が適切に確認できるよう、必要に応じて
壇上の全体、登壇者、会場スクリーンの投影内容を切換え
△　時間：冒頭から別途指定する時間まで（グループワーク部分を除く）
　　スイッチング：登壇者映像と投影資料が適切に確認できるよう、必要に応じて
登壇者、会場スクリーンの投影内容を切換え
×　不要
※１　分科会１のオンライン配信は、通常の配信に加え、同内容をMain hallの全
　　　体スクリーンにてライブ中継すること（垂れ流し可）。
※２　分科会３は、３ブースに分かれて実施する。そのうち、指定ブース１か所を　オンライン配信・収録とし、残りの２か所の収録は、スクリーンを含めた全景とし、定点カメラでも可とする。
（２）経費報告書作成業務
・業務終了後、速やかに実施報告書（経費支出状況が分かる資料及びその根拠書類）を作成し令和８年１２月１８日（金）までに本市に提出すること。
・実施報告書の作成にあたっては、本市担当者と協議すること。
・本市に実施報告書を提出後、不備がある場合は、修正や追加書類の提出等、適切に対応すること。
（３）その他業務
・委託業務の遂行に必要な進捗管理、連絡調整、人員確保

５．成果物
　　収録データについては、令和８年１１月１７日（火）までに、MP4形式等により、外付け記録媒体又は発注者が指定するオンラインストレージ等を用いて納品すること。

（１）オンライン配信を行う会場
次に掲げる映像について、登壇者等の音声を含め、それぞれ個別の収録データとして納品すること。
ア　登壇者を撮影したカメラ映像
イ　PC等の端末からオンライン配信システム等へ直接出力した投影資料の映像
ウ　オンライン配信時に実際に配信したスイッチング映像

（２）分科会３のうちオンライン配信を行わない２ブース
スクリーン及び登壇者を含む会場全景を撮影したカメラ映像について、登壇者等の音声を含む収録データとして納品すること。

６．著作権
（１）受注者は、成果物が著作権法（昭和45年法律第48号）第２条第１項第１号に規定する著作物（以下「著作物」という。）に該当する場合には、当該著作物に係る著作権法第２章及び第３章に規定する著作者の権利（著作権法第27条及び第28条の権利を含む。以下「著作権等」という。）のうち受注者に帰属するものを当該成果物の引渡し時に発注者に無償で譲渡する。
（２）受注者は、発注者に対し、次の各号に掲げる行為をすることを許諾する。この場合において、受注者は、著作権法第19条第1項又は第20条第1項に規定する権利を行使してはならない。
①成果物、成果物の複製及び成果物の二次的著作物の内容を公表すること。
②成果物を発注者自らが複製し、若しくは翻案、変形、改変その他の修正をすること
又は発注者の委託した第三者をして複製させ、若しくは翻案、変形、改変その他の
修正をさせること。
（３）受注者は、次の各号に掲げる行為をしてはならない。ただし、あらかじめ、発注者の承諾又は同意を得た場合は、この限りでない。
①成果物、成果物の複製及び成果物の二次的著作物の内容を公表すること。
②成果物、成果物の複製及び成果物の二次的著作物に受注者の実名又は変名を表示すること。
（４）発注者が著作権を行使する場合において、受注者は、著作権法第19条第1項又は第20条第1項に規定する権利を行使してはならない。
（５）受注者は、発注者に対し、成果物が第三者の有する著作権等を侵害するものでないことを保証する。

７　業務実施体制
・本業務を確実に履行できる体制を設けること。
・本業務の進捗を管理する責任者を明確にしておくこと。
・開催日前までに、発注者及び会場担当者と、インターネット接続、映像・音声入力、　
配信及び収録に係る接続テスト等を実施すること。
・配信又は収録に障害が発生した場合に速やかに復旧できる体制を確保すること。

８ 再委託の禁止
受託者は、この契約に係る義務の履行を第三者に委託し、この契約に係る権利を譲渡し、又はこの契約に係る義務を第三者に継承させてはならない。ただし、業務の一部ついて、あらかじめ文書により本市が認めた場合はこの限りではない。

９．経費の負担
（１）会場使用料（必要な諸室、会場付属設備を含む）は、発注者が別途負担する。
（２）上記（１）に掲げる経費以外で、当該業務の完遂に必要な経費は受注者が負担する。
　　　　
１０．支払方法
　　業務完了後請求にて一括払い

１１．見積書の提出
・京都市の競争入札参加有資格者名簿に登載されている企業を対象とします。　
・見積書の宛先は、「京都市長」としてください。また、担当者の氏名、連絡先を明記いただき、登録されている会社印と代表者印の押印をお願いいたします。
・見積金額は、「消費税及び地方消費税相当額」を除いた金額を記載し、その旨を明記願います。
・見積書は、９月１６日（水）１２時００分までに、電子メール（ej815-suga@edu.city.kyoto.jp）、郵送又は持参のいずれかの方法により、生涯学習部の貝路・須賀まで提出願います。
・契約が決定した業者のみに御連絡差し上げますので御了承ください。契約決定業者様は、見積書原本の提出をお願いいたします。

１２．その他
（１）京都市教育委員会生涯学習部及び会場となる国立京都国際会館の担当者との連絡を密にして業務に当たること。特に、会場の担当者とは、インターネット環境、PC映像出力、音声出力等について、事前調整をすること。
（２）本業務に際し、この仕様書に基づくほか、京都市契約事務規則並びに関係法令、条例等を遵守するとともに、京都市の意図及び目的を十分に理解した上、適正な人員を配置し、正確に行うこと。
（３）業務の遂行に当たり安全の確保には万全を期すとともに、万が一事故その他の異常発生時においては、速やかにその旨を京都市に報告するとともに、適切な措置を講じること。
（４）成果物に瑕疵が発見された場合は、発注者の指示により直ちに修正する。
（５）業務の遂行に当たり、受託者の責により第三者に損害を与えた場合は、その賠償の責を負うものとする。
（６）業務で知り得た情報及び業務に係る内容を第三者に漏らしたり、その他の目的に転用したりしてはならない。
（７）個人情報の保護に関する法律及び京都市個人情報保護条例を遵守すること。
（８）本仕様書に定めがない事項やその他調整を要する事項については、京都市教育委員会生涯学習部の担当者と協議し、その指示に従うこと。
